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要約
企業内で個人が他者からの支援（ソーシャル・キャピタル）を引き出すた
めに，どのような活動が有効なのか，また企業外のコミュニティとの関わり
方が企業内での支援活動に与える影響を検討した。分析から２点のことが主
張される。第１に，互恵関係の下で支援を引き出す要因と，互恵関係ではな
い支援行為を引き出す要因は別であること。第２に，自分が投資した以上に
他者から多くの支援を引き出すためには，企業を準拠集団としつつも，その
中で全ての人々と濃厚な係わり合いを持つのではなく，特定の人との少数の
係わり合いを持つことが有効であることが主張される。
１．問題意識
２．既存研究
３．データおよび変数の設定
４．分析結果
５．ディスカッション
６．インプリケーションと本稿の限界
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１．問題意識
本稿の目的は２つある。１つは，職場で支援を得られる人が，職場でどの
ような活動しているのかを明らかにすることである。もう１つは，職場で支
援が得られる人とそうでない人の差異を社外のコミュニティとの関わり方か
ら検討することである。言い換えれば，従属変数として企業内で支援が得ら
れる頻度を設定し，独立変数として社内での活動および企業以外のコミュニ
ティに関する変数を設定することで，企業内での様々な活動と企業外部とコ
ミュニティへの関わり方が企業内のソーシャル・キャピタル形成にどのよう
な影響を与えるのかを検討する。
近年，社会科学ではソーシャル・キャピタル（Social Capital；社会関係資
本）の議論が盛んである。一般にソーシャル・キャピタルは，「社会的に埋
め込まれた資源」（Lin，２００１）とも，「人と人の関係性に埋め込まれた資本」
（Adler & Kwon，２００２）とも定義される。
ソーシャル・キャピタル研究は，開発経済学や政治学など治安の良さや互
助関係などコミュニティ内の関係性から出発しているものの，現在では少し
ずつ裾野を広げ，経営学でもホットイシューの１つとなりつつある。だが，
経営学におけるソーシャル・キャピタル研究は，ソーシャル・キャピタルの
規定要因を検討するよりも，ソーシャル・キャピタルを独立変数として昇進
速度や離職意思などに与える影響を実証的に検討している研究（例えば，
Burt，１９９２）が多い反面，企業内で従業員が有するソーシャル・キャピタル
の規定要因については未だ不明な点が多い。
そこで本稿は２次データを用いて企業外部でのコミュニティ活動が企業内
で他者からの支援活動に影響を与えているのかを検討する。すなわち，図表
１のように，既存研究でソーシャル・キャピタルの形成要因と考えられる変
数のうち，勤め先での活動と外部コミュニティとの交際範囲やコミュニティ
へのスタンスに注目して企業内での支援が受けられる可能性を推計する。な
ぜなら既存研究では，組織構造に加え，社交性や知的好奇心の高さなど個人
属性がソーシャル・キャピタル形成に影響を与えると主張されており，性格
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勤め先での
投資行為 仕事上での埋め込み
・節目の贈与行為〈H１a〉
・普段の贈与行為〈H１b〉
・手助け〈H１c〉
勤め先で
支援を受ける度合い
仕事外での埋め込み
社外のコミュニティの
範囲，スタンス
・交際範囲〈H２a〉
・コミュニティへの
スタンス〈H２b,H２c〉
図表１ 分析枠組み
的な要因の影響を受ける社外のコミュニティへの参加も，企業内のソーシャ
ル・キャピタル形成に影響を与えることが予想されるからである。
本稿の構成は以下の通りである。第２節では，経営学におけるソーシャル・
キャピタル研究に関する既存研究を概観し，次いで埋め込み概念に注目をし
て仮説を導出する。第３節では，使用するデータの説明および変数の確認を
する。第４節では，分析結果を示し，続く第５節では分析結果の解釈を行う。
最後に，インプリケーションと限界を述べる。
２．既存研究
２－１．定義
ソーシャル・キャピタルは，１９２０年代あたりから公共政策を目的として議
論され，数多くの研究が存在する(Portes，１９９８；Putnam，１９９５；２０００）。こ
れらの議論の大きな目的は，地域の治安や互助関係など良好な共同体のメカ
ニズムの解明であった。したがって，ソーシャル・キャピタルが経営学で議
論され始めたのは，少なくとも直近１０年足らずの間であり，比較的新しい議
論である。
ソーシャル・キャピタル研究は，学際的な研究であるために数多くの定義
がある（図表２）。特に経営学や社会学を中心にレビューをした Adler &
Kwon（２００２）によれば，ソーシャル・キャピタルは，通常の物理的資本や
人的資本と異なり，５つの性質がある。すなわち，１）将来における見返り
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研究者 定 義
Bourdieu（１９８５，p．２４３）
多かれ少なかれ，相互の付き合いや報酬が制度化された関係といった永続的ネッ
トワークの獲得に付随する，実際の，もしくは潜在的な資源の集合
Coleman（１９９０，p．３０２）
それが存在しなければ不可能であるような，ある種の目的の達成を可能にするよ
うな生産的・社会的関係の一側面であり，他の形態の資本とは異なり，ソーシャ
ル・キャピタルは人々の間の関係の構造に内在するもので，個人や生産の物理的
装備に備わっているものではない
Burt（１９９２，p．９）
自身の持つ金融資本，人的資本を行使する機会を享受するような友人，同僚，さ
らにはより一般的な交流
Putnam（１９９３，p．１６７）
協調的行動を容易にすることにより社会の効率を改善しうる信頼，規範，ネット
ワークのような社会的組織の象徴
Fukuyama（１９９５，p．２６） 集団を構成するメンバーの間で共有されるインフォーマルな価値或いは規範の集合
世界銀行（１９９８）
(Social Capital Initiative)
ソーシャル・キャピタルとは，社会の内部的および文化的結束性，人々の間の相
互作用を左右する規範および価値，そして人々が組み込まれている諸制度を意味
する。SCは社会を結束させる接着剤であり，それなしには経済的成長も人間の
福祉もありえないもの
Portes（１９９８，p．６） 社会的ネットワークや他の社会構造において，構成員の美徳によって利益を守る
アクター（行為者）の能力
Woolcock（１９９８，p．１５３） 人の社会ネットワークにおいて備わっている相互関係の情報，信頼，規範
Leana & Van Buren（１９９９） 組織内における社会的関係あるいはネットワークの有様
Giddens（２００１，p．７８） 個人が社会的支援を得るために頼ることのできる信頼のネットワーク
Ahuja（２０００） ネットワーク構造が持つ資源
Lin（２００１，p．２９）
市場における見返りを期待してなされる社会的関係への投資として社会的構造の
中に埋め込まれた資源であり，目的を持った行動のためにアクセスされ，動員さ
れるもの
Cohen & Prusak（２００１）
ソーシャル・キャピタルは，人々のあいだの積極的なつながりの蓄積によって構
成される。すなわち，社交ネットワークやコミュニティを結びつけ，協力行動を
可能にするような信頼，相互理解，共通の価値観，行動である。（邦訳 p．７）
Baker（２０００）
個人的なネットワークやビジネスのネットワークから得られる資源を指している。
情報，アイデア，指示方向，ビジネス・チャンス，富，権力や影響力，精神的サポー
ト，さらには善意，信頼，協力などがここでいう資源として挙げられる（邦訳 p．３）
OECD（２００１）
規範や価値観を共有し，お互いを理解しているような人々で構成されたネット
ワークで，集団内部または，集団間の協力関係の増進に寄与するもの
Adler & Kwon
（２００２，p．２３）
ソーシャル・キャピタルとは，個人や集団に利用できる「信頼性＜のれん＞(good-
will)」である。その源泉は，アクターの社会的関係の構造や内容にある。その効
果は情報や影響，団結を生み出し，アクターが利用できるようにさせる
Inkpen,& Tsang（２００５）
内部・利用を通じた・個人もしくは組織によって所有された関係のネットワーク
に基づく資源の総称
Stam & Elfring（２００８） ネットワークの関係性から生み出される資源
安田（２００４，p．６０）
関係性が人々にもたらすメリットである。企業組織にとって，会社の構成員が相
互に取り持つ関係性による何らかのプラスアルファは，企業内のソーシャル・キ
ャピタルである。会社の構成員が，社外の人と保持する関係性もソーシャル・キ
ャピタルである
中島（２００３，p．１７９）
人と人の間に存在する規範，信頼，ネットワークを指し，キャピタル（金融資本）
やヒューマン・キャピタル（人的資本）を組織的な行動で結びつけ，その資本の
投資効果を高めるシナジー効果を発揮するもの
金光（２００３，p．２３８）
社会的ネットワーク構築の努力を通じて獲得され，個人や集団にリターン，ベネ
フィットをもたらすような創発的な関係資産である（※同書では，「社会的関係
資本」と定義されている）
宮川・大守編
（２００４，p．）
ソーシャル・キャピタルは，広く，人々がつくる社会的ネットワーク，そしてそ
のようなネットワークで生まれる共有された規範，価値，理解と信頼を含むもの
図表２ 主なソーシャル・キャピタルの定義
Adler and Kwon（２００２）を基に一部加筆修正
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（利益）を期待して投資された資本，２）他の目的に流用可能であり，目的
に応じて変えることができる。３）他の資源を代替，或いは補完することが
できる（例：信頼関係に基づく取引コストの低下），４）財務的な資本と異
なり，メンテナンスを必要とする，５）集合財のように，その所有権は誰か
に帰属することはなく，あくまでも関係性の中において「存在」する１，の
５つである。平易に言えば，「組織内における社会的関係あるいはネットワー
ク」（Leana & Van Buren，１９９９），「ネットワーク構造が持つ資源」（Ahuja,
２０００）といった「人々の社会的交換，関係性（ネットワーク）によってもた
らされる価値あるいは資産」である。
だが，実証研究になると上記の理論上のソーシャル・キャピタル概念を測
定するために既存の社会ネットワーク研究で用いられてきた構造変数（密
度，紐帯の数，同質／異質など）を代理変数として用いているのが大半であ
る。そのため，資源あるいは資産としての側面に注目した研究はほとんどな
されていない（西村，２００９）。特に，ソーシャル・キャピタルという文字通
り「資本」が付くのは，上記に述べた５つの性質の中でも，１）にあるよう
に投資の意味合いがあるからであり，そのことを踏まえれば研究の射程とし
て投資の側面をもっと考慮に入れる必要がある。
従業員が企業内で行う何らかの活動によって支援というリターンを得ると
いう立場に基づくと，勤め先での同僚や友人からの支援をソーシャル・キャ
ピタルの代理指標として考えることができる。また，職場での活動は，日々
の日常的な物理的な贈与行為から実際に何かを手伝うという労働行為まで多
岐にわたることから，同僚や友人の節目のタイミングでの贈与活動，日常の
贈与活動，実際に労働を伴う手助けの３つに分けることができるであろう。
以上のことを踏まえると，３つの仮説（１a，１b，１c）が導出される。
仮説１a：勤め先での同僚や友人の節目に対する贈与行動は，勤め先での
ソーシャル・キャピタル形成にプラスの影響を与える
仮説１b：勤め先での同僚や友人への日常的な贈与行動は，勤め先でのソー
シャル・キャピタル形成にプラスの影響を与える
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仮説１c：勤め先での同僚や友人への手助けは，勤め先でのソーシャル・
キャピタル形成にプラスの影響を与える
これまでの社会ネットワーク研究での知見を活かしたソーシャル・キャピ
タル研究は，構造的な特徴を議論の中心に据えてきた（Adler & Kwon,
２００２）。ネットワーク構造に注目した研究は，典型的に Coleman（１９８８；１９９０）
が主張する閉鎖型／結束型（Closure/Bonding）と Burt（１９９２；２００５）が主張
する構造上の隙間／接合型（Structural Holes/Bridging２）の２つを基本類型
としている（Inkpen & Tsang，２００５；Moran，２００５）。２つの基本類型の下
で閉鎖型のネットワークは情報の還流が盛んで情報共有に優れる反面，新製
品開発や意思決定の遅延などが問題点として指摘される。他方で，構造上の
隙間や接合型は，冗長性が低く，様々な情報がやりとりされるので，新製品
開発やイノベーションに適している反面，情報の非対称性や意思決定のス
ピードに問題があると指摘される。
構造上の隙間は，多様な行為主体との接触による利点を主張するものであ
るから，ここから仮説２aが導出される。
仮説２a：勤め先以外に多くのコミュニティを有しているほど，ソーシャ
ル・キャピタル形成にプラスの影響を与える
２－２．なぜ企業外部の関係性に注目するのか
ソーシャル・キャピタルが経営学で注目され始めた要因の１つとして文脈
的要因が挙げられる。文脈的要因は，embeddednessあるいは contextなどの
用語で表現されるが，いずれも企業の模倣困難性や，個人を取り巻く環境か
ら派生する他者との差異化を説明する枠組みとして期待されている（Uzzi,
１９９６；１９９７；近能，２００２a；２００２b；Brass, et al.,２００４；Lee, et al,２００４；Ja-
coby, ２００５；Martn−Alczar, et al, ２００５）。なかでも Lee et al（２００４）の研
究は，従業員が埋め込まれている状況を「仕事上の埋め込み（on the job em-
beddedness）」と「仕事外の埋め込み（off the job embeddedness）」に分けて，
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両者が自発的離職や欠勤に与える影響を検討している。彼らは埋め込みを
「人々が社会的なつながりに置かれた，もしくはつながった状況」と定義し，
下位概念として適合性（fit），結合（link），そして犠牲（sacrifice）の３つの
構成概念を設定する。仕事上の埋め込みは，自分が所属する組織について３
つの構成概念を尋ねた質問により構築され，仕事以外の埋め込みは，組織の
代わりに共同体（community）について３つの構成概念を尋ねている。実証
分析の結果，仕事上の埋め込みは，仕事の生産性（主観尺度）および組織市
民行動（主観尺度）に正の方向に有意であり，仕事外の埋め込みは，離職意
思に正の方向に有意であった。
Lee, et al（２００４）の研究の結果は，地元志向や共同体の重視度合いといっ
た仕事外の埋め込み状況が働く上でのパフォーマンスに影響を与えているこ
とを示唆している点で本稿の参考となるところが多い。Lee et al（２００４）の
指摘は，仕事外のコミュニティの存在が離職に影響を与えることを示唆する
ものであるから，仮説２b，２cが導出される。
仮説２b：隣近所との関わりを積極的に評価するほど，勤め先のソーシャ
ル・キャピタル形成にマイナスの影響を与える
仮説２c：PTA・町内会との関わりを積極的に評価するほど，勤め先のソー
シャル・キャピタル形成にマイナスの影響を与える
３．データおよび変数の設定
３－１．データ
使用するデータは，株式会社日本リサーチセンターが２００２年に実施した「社
交意識と互酬・贈与の実態に関する調査」である。この調査は，社交意識と
互酬・贈与行動を明らかにすることで，成熟マーケットに新しい需要開拓を
することを目的に行われた調査で同年１０月５日から１１月５日にかけて郵送調
査法により行われた。サンプルは２０歳から７９歳までの男女１，２６９名である。
ただし，本稿は従属変数として企業内で支援が受けられる頻度を設定してい
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ることからサンプルを２０歳から５９歳とし，職業については学生と無職（主婦
専業）を除いた。なぜなら高齢者の定年延長が法律で規定されるようになっ
たのは，調査時点よりも先であり，一部の企業で６０歳以降の雇用延長がなさ
れていた時期であるものの，その数は少ないことが予想されるからである。
学生と無職をサンプルから除外したのは，職業のない彼らに企業内での支援
行動を尋ねるのは適切でないと判断したからである。サンプルをスクリーニ
ングした結果，分析対象者は合計７３８名でうち男性が３５４名，女性が３８４名と
なった。年齢層は，３５歳から３９歳が全体の１７．１％（１２１名），４５歳から４９歳が
１５．９％（１１７名）である。職業は，事務・技術職が２８．７％（２１２名）と最も多
く，次いでパート・アルバイト・フリーターが２５．３％（１８７名）と両者を合
わせるとサンプルの半数を超えている。
以上のことからサンプルは，３０代後半から４０代後半の事務・技術職もしく
はパート・アルバイト・フリーターである人々と考えることができる。
３－２．変数
１）従属変数
従属変数は，「職場で支援を受ける頻度」（４点尺度，４：よくある～１：
全くない）と「支援バランス変数」（職場で支援を受ける頻度－職場で支援
をする頻度）の２つを用いる。後者の支援バランス変数は，０点を含む－３
点から３点の７点尺度であり，この尺度が大きいほど，職場の人達から何ら
かの支援を受けている度合いが高いことを示す。この２つの変数を用いるの
は，一方的に支援を受ける関係ではなく，自らも職場に同僚や友人に支援活
動を行い，互恵的な関係性が成立しているのかを検討するためである。
２）独立変数
独立変数は，大きく２つに大別される。１つは，コミュニティ変数である。
コミュニティ変数は，交際範囲変数とコミュニティへの交際スタンスから成
る。交際範囲変数は，普段交際しているコミュニティを単純和（勤務先を除
く合計９コミュニティ）したものである。したがって，この数が多いほど日
常的に社外に交流範囲を数多く有していることを示す。交際範囲変数の平均
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値は，３．８０，中央値４．０，標準偏差は１．６５であり，１人あたりおよそ３から５
つ程度のコミュニティと関わり合いを持ちながら活動している。
コミュニティ変数のもう１つは，コミュニティへの交際スタンスである。
これは９つのコミュニティについて今後の交際スタンス（３点尺度３）を示
しており，ソーシャル・キャピタルがキャピタルとして投資の側面を有して
いるのであれば，コミュニティとの関わりを今後重視するか否かという方針
は，支援を受ける頻度や支援バランスに大きな影響を与えることが予想され
るからである。
もう１つの重要な独立変数は，贈与・支援活動変数である。これはソーシ
ャル・キャピタルを形成するための投資行為とも考えることができるからで
ある。職場で自らの関係性を良好に保つために職場の同僚や友人にどのよう
な活動を実施しているのかを検討する。具体的に，〈節目の贈物〉変数とし
て１）お歳暮・お中元の贈物行為，２）誕生日の贈物行為，３）入学結婚な
どのお祝い行為の３変数を設置した。３変数ともダミー変数であり，該当し
た場合に１を取る。
次に〈普段の贈物〉変数として，１）旅行のみやげ，２）不要になったも
の，３）その他の３変数を設定した。その他の贈物を変数として投入したの
は，仕事上で必要とされるモノの贈与や飲食代の負担など，日常的に多くの
贈与活動がこの中に含まれると判断したためである。いずれもダミー変数で
該当する場合に１を取る。
〈手助けの内容〉については４つの変数を投入した。このうち２つの変数
は育児に関する変数である。本稿で取り上げたデータは自営業も含まれるた
めに，いわゆる大企業のホワイトカラーではなく，より地域に密着した関係
性も考える必要があるからである。また，育児休業取得が大企業で一般化す
る中でこうした子供の世話をお願いできる人が職場にいるということは支援
活動に大きな影響を与えることが予想されるからである。手助けに関する第
３の変数は，冠婚葬祭である。大企業の中には慶弔休暇を設定している場合
も多く，弔電や香典を職場で送るだけでなく，会計や記帳などの手伝いをす
ること場合もよく観られるうえ，企業側から見ても従業員の（継続的）コミ
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ットメントを引き出すのに有効であることが予想される。最後のその他は，
日常的な仕事の手伝いがこの項目に含まれると判断し投入している。いずれ
もダミー変数で該当する場合に１を取る。
３）コントロール変数
コントロール変数として調査できる範囲でのダミー変数（職業：自営業を
レファレンス，性別，持家，大学生以下の子供の有無，世帯主，配偶者）が
投入されている。他にも年齢（２０代から５歳間隔の選択肢），年間合計世帯
年収，普段の生活での時間配分（通勤や仕事の時間，自宅外での趣味・スポー
ツに費やす時間）が投入されている。このうち子供の有無や子供の有無，配
偶者の有無は，Lee et al（２００４）の研究でも仕事外の埋め込み変数と関連す
る重要な変数として捉えている。なぜならこれらの変数は自分が住んでいる
地域との関わり方を深くしなければならない状況にする可能性が高く，仕事
上の埋め込みとのバランスが求められるからである。また，普段の生活での
時間配分は，通勤や仕事への時間が多くなればなるほど，自らの環境をよく
しようとする意図が働き，勤め先での活動が活発になることが予想されるか
らである。
４．分析結果
最初に普段交際するコミュニティと最もよく交際するコミュニティを見て
みよう（図表３）。普段交際するコミュニティの中で最も多いのは，勤め先
が７４．０％であり，続いて親戚（５７．９％），学校時代の友達（５４．２％），離れて
住んでいる肉親（５１．４％）と続く。交際範囲変数が３．８０であるから，多くの
人がこれらの範囲で日々を過ごしていると言える。
最も交際するコミュニティについても勤め先が最も多く（３４．０％），２位
の学校時代の友人（１２．５％）よりも３倍近い割合である。働く場が公私の中
で最も重要なコミュニティであることが窺える。
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次に，勤め先で友人や同僚から手助けを受ける頻度と手助けをする頻度の
クロス表（図表４）を見ると，２点述べることができる。１つは，手助けを
受ける行為と手助けをする行為は，比例関係にあるという点である。手助け
を受ける行為と手助けをする行為が同時に行われるのか，交互に行われるの
かはクロス表からは判断できないが，少なくとも勤め先では，手助けをする
頻度も手助けを受ける頻度も共に同じ程度であると感じている者が大半であ
る。だが，それでも２割から３割程度の人々は〈手助けを受ける－手助けを
する〉関係に不均衡を感じている。これが第２の点である。すなわち，認知
のうえで自分が投入している支援行為以上に他者から支援を受けている，い
わゆる支援の超過受け入れ状態と，自分が投入している支援行為以下の支援
行為しか他者から受けられない，いわゆる支援の過剰供給の２つが存在して
いる。
多くの場合で手助けに比例関係がある可能性がクロス表より示されたが，
では，相互の支援関係の量的な違いはあるのであろうか。図表５は，勤め先
で実際に手助けを行う人の人数と手助けを受ける人数を見たグラフである。
図表３ 普段接する交際範囲と最もよく交際するコミュニティ
注１：「学校時代」は「学校時代の友人」，「肉親」は「離れて住んでいる肉親」，「インターネット」は「インター
ネットで知り合った友人」を示す
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グラフを見る限り，手助けを受ける人数と手助けをする人数はさほど変わら
ないように見える。しかし，次の図表６を見ると，個人レベルで見た場合，
手助けをする人数と手助けをされる人数との間にはギャップが存在する。表
中のアミカケ部分は，（相手が異なっていても）手助けを受ける人数と手助
けをする人数が等しいことを示す。したがって，アミカケ部分よりも右上は，
手助けを受ける人数よりも手助けをする人数が多いことから支援の過剰供給
を示し，左下は，手助けを受ける人数の方が手助けをする人数よりも多いこ
とから，支援の超過受け入れの状態にあることを示している。表から手助け
をする人数と手助けを受ける人数が増えていくにしたがってアミカケの割合
は高くなるが，一部の例外を除き，３割から６割程度の一致率である。この
ことは裏を返せば，人数で見た場合でも，７割から４割程度で支援のバラン
スギャップが発生していることを意味する。
では何が勤め先での手助けの頻度に差異を与えるのであろうか。勤め先で
の支援を受ける頻度を従属変数とした場合と，支援バランス変数（勤め先で
の支援を受ける頻度－支援をする頻度）を従属変数として規定要因を検討す
るために重回帰分析を実施した（図表７）。
重回帰分析の結果から，勤め先での支援を受けることにプラスの影響を与
えるのは，勤め先へのスタンス，同僚や友人への旅行のお土産といった贈与
行為，冠婚葬祭の手伝いやその他の手伝いといった行為である。それに対し
て勤め先での支援を受けることにマイナスの影響を与えるのは，学校時代の
友人およびインターネットを介して知り合った人との付き合い方のスタンス
である。
勤め先で友人や同僚を手助けする頻度
よくある 時々ある たまにある 全くない 合計
勤め先で友人や同僚から
手助けを受ける頻度
よくある
時々ある
たまにある
全くない
５６．３
１９．６
６．３
３．３
２５
５１
２３．１
３．６
６．３
２１．６
５８．２
２３．１
１２．５
７．８
１２．５
７０．１
１００
１００
１００
１００
合 計 ７．１ １４．８ ３４．５ ４３．７ １００
図表４ 勤め先で友人や同僚から手助けを受ける頻度と
勤め先で友人や同僚を手助けする頻度のクロス表
注１：カイ２乗検定で１パーセント有意 ２：％表示
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もう１つの支援バランス変数は，値が－３から３までの値をとり，プラス
であるほど支援の超過受け入れ（他者からの支援を自分の支援の投入量以上
に受けていること）を示す。この変数にプラスの影響を与えるのが，離れて
手助けをする人数
０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人
１０人
以上 合計
手
助
け
を
受
け
る
人
数
０人 ３１．４ １１．８ １９．６ ７．８ ３．９ ９．８ ７．８ ７．８ １００
１人 ２．８ ３６．１ ３６．１ １１．１ ２．８ ８．３ ２．８ １００
２人 １．７ １．７ ３１．０ ２４．１ ８．６ １７．２ １０．３ ５．２ １００
３人 ７．３ ４１．５ ４．９ １７．１ ７．３ ２２．０ １００
４人 ８．３ ８．３ １６．７ ４１．７ ２５．０ １００
５人 １１．４ １１．４ ５４．３ ８．６ ２．９ ２．９ ８．６ １００
６人 ２５．０ ２５．０ ５０．０ １００
７人 ５０．０ ５０．０ １００
９人 １００．０ １００
１０人以上 ６．３ ６．３ １８．８ ６．３ ６２．５ １００
合 計 ７．４ ８．２ １９．５ １８．０ ５．５ １８．４ ７．０ ０．８ ２．０ ０．４ １２．９ １００
図表５ 勤め先で手助けをする人数と手助けを受ける人数
注１：％表示
図表６ 手助けを受ける人数と手助けをする人数のクロス表
注１：アミカケ部分は，手助けを受ける人数と手助けをする人数が等しい部分
２：アミカケ部分より右上は手助けを受ける人数よりも手助けをする人数が多いことから，支援の過剰供給
を示し，左下は，手助けを受ける人数の方が手助けをする人数よりも多いことから，支援の超過受け入
れの状態にあることを示す
３：空白はゼロを示す
４：カイ２乗検定は１％有意
５：％表示
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暮らす肉親との付き合いのスタンス，子供を預かるという手助けである。一
方，マイナスの影響を与える変数は，配偶者，交際範囲，学校時代の友人に
関する付き合い方のスタンス，同僚や友人への誕生日の贈与行為，不要にな
ったものを贈与する行為およびその他の手助けである。特に会社以外のコミ
ュニティの範囲が小さいほど超過的な支援を得やすいことと，支援を受ける
頻度にプラスに影響を与えるものとして，手助けの中でもその他の行為が，
超過的な支援を得るためにはマイナスに影響を与えることが注目される。
勤め先で
支援を受ける頻度
支援バランス：（勤め
先で支援を受ける頻度
－支援する頻度）
項目 β 標準誤差 β 標準誤差
個別属性 d＿自由業 ０．０２３ ０．３５７ －０．０３５ ０．３８２
d＿管理職 －０．０９５ ０．２３７ －０．１３７ ０．２６５
d＿事務・技術職 －０．０５７ ０．１９１ －０．０４３ ０．２０５
d＿労務・技能職 －０．０４９ ０．２１９ －０．０８０ ０．２３６
d＿パート・アルバイト －０．０４５ ０．２１７ －０．０２８ ０．２３６
d＿農林その他 ０．０３３ ０．２１３ －０．１３１ ０．２２９
d＿性別 －０．０７６ ０．１８４ －０．０８４ ０．１９８
d＿持家 －０．０４８ ０．１３８ －０．０２４ ０．１５０
d＿学生 ０．００４ ０．１３７ ０．１２７ ０．１５１
d＿世帯主 ０．０４６ ０．１７３ ０．０９０ ０．１８６
d＿配偶者 －０．１０６ ０．１７７ －０．２００** ０．１９２
年令 －０．１１０ ０．０３９ －０．１４２ ０．０４２
年間合計世帯年収 ０．０７３ ０．０２２ ０．０５６ ０．０２５
普段の生活：通勤や仕事の時間 －０．０１０ ０．０１５ ０．０５２ ０．０１６
普段の生活：自宅外での趣味・スポーツに費やす時間 ０．１０５ ０．０４５ －０．００５ ０．０５０
コミュニテ
ィ変数
交際範囲 －０．０２４ ０．０３６ －０．１４４** ０．０４０
今後の交際＿隣近所（R） ０．０８１ ０．０９６ ０．０２８ ０．１０５
今後の交際＿町内会（R） ０．０６４ ０．０９８ ０．０６１ ０．１０９
今後の交際＿勤め先（R） ０．１５４* ０．１１２ ０．０９０ ０．１２０
今後の交際＿取引先（R） ０．０７６ ０．１０５ －０．０６９ ０．１１５
今後の交際＿学校時代（R） －０．１８９** ０．１１７ －０．１３０* ０．１２６
今後の交際＿親戚（R） ０．０９４ ０．１１４ －０．０３３ ０．１２３
今後の交際＿肉親（R） ０．０３９ ０．１２８ ０．２０６*** ０．１３８
今後の交際＿インターネット（R） －０．１５２* ０．０８６ ０．０２３ ０．０９５
今後の交際＿趣味スポーツ（R） －０．０２３ ０．１０７ －０．００６ ０．１１８
贈与・支援
行為変数
d＿＜節目の贈物＞勤め先の友人・同僚：お中元・お歳暮 ０．０２５ ０．１４５ －０．０７３ ０．１６３
d＿＜節目の贈物＞勤め先の友人・同僚：誕生日 －０．１１３ ０．１５７ －０．２０１*** ０．１６８
d＿＜節目の贈物＞勤め先の友人・同僚：入学・結婚などのお祝い ０．０１９ ０．１２３ ０．００７ ０．１３５
d＿＜普段の贈物＞勤め先の友人・同僚：旅行のおみやげ ０．１３２* ０．１２５ ０．１００ ０．１３６
d＿＜普段の贈物＞勤め先の友人・同僚：不要になったもの ０．０９９ ０．１９７ －０．１６４** ０．２１３
d＿＜普段の贈物＞勤め先の友人・同僚：その他 －０．０３７ ０．２３３ ０．０１６ ０．２５１
d＿＜手助けの内容＞勤め先の友人・同僚：子供をあずかる ０．０８９ ０．３３７ ０．１２８* ０．３９７
d＿＜手助けの内容＞勤め先の友人・同僚：子供の送迎 ０．０８２ ０．５７４ ０．０２５ ０．６１８
d＿＜手助けの内容＞勤め先の友人・同僚：冠婚葬祭の手伝い ０．１８４*** ０．１４９ －０．１１７ ０．１６２
d＿＜手助けの内容＞勤め先の友人・同僚：その他 ０．３１２*** ０．１１７ －０．２８４*** ０．１２８
調整済 R２ ０．１８８ ０．１６４
F値 ２．４２９*** ２．１６３***
図表７ 勤め先で支援を受ける頻度に関する重回帰分析
注１：***p＜０．０１，**０．０１＜p＜０．０５，*０．０５＜p＜０．１
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５．ディスカッション
分析から仮説を確認すると仮説１aは支持されなかった。勤め先の同僚や
友人の節目における贈与行為変数はいずれも有意ではなかった。仮説１b
は，一部支持された。普段の贈与行為について旅行のおみやげのみが１０％有
意ではあるが，支援の頻度にプラスの影響を与えていることが確認された。
仮説１cも一部支持されたと言える。勤め先の同僚や友人の子供をあずかる
ことや送迎は，支援の頻度に影響を与えないけれども，冠婚葬祭の手伝いや
その他の手伝いが支援の頻度にプラスの影響を与えているからである。
仮説２aは，支持されなかった。勤め先で自分が支援する以上に周囲の人
から支援を得るためには，むしろ勤め先以外の交際範囲は小さい方がよいこ
とが読み取れる。仮説２bおよび２cともに支持されなかった。仕事外の埋め
込み理論に従えば，勤め先以外のコミュニティとの付き合い方を重視すれ
ば，相対的に勤め先の重視度合いが低下すると予想したが，こうした今後の
付き合い方のスタンスはあまり勤め先での支援の頻度と関わりがないようである。
勤め先での支援の頻度と支援バランスを見た２つの従属変数から，互恵関
係を促進する要因と，支援を引き出すことのできる要因が個別に存在する可
能性を指摘することができる。重回帰分析の結果から，２つの従属変数につ
いて同じような影響を与える贈与行為がないからである。言い換えれば，互
恵的な関係によって引き出されている支援と，他の人よりも多くの支援が得
られる要因は別であると考えられる。
勤め先で支援が得られる頻度を従属変数とした時に有意であった変数が，
勤め先での支援バランスを検討した場合に，有意に影響を与えなくなったり，
符号が反対になるのは，こうした互恵関係の結果，得られるリターンとそう
でない場合を示しているのだろう。例えば，旅行のお土産や冠婚葬祭の手伝
い，その他の手伝いは，企業という集団の中で義務あるいは規範として行う
ものとして成員が考えているためかもしれない。このことは支援の頻度にプ
ラスの影響を与えていたその他の手助けが，支援バランスを検討した場合に
マイナスに符号が変わることから分かる。すなわち，必要以上に同僚や友人
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に手助けをしたとしても，それはソーシャル・キャピタルへの過剰な投資と
なり，周囲の人から便利な人として認識されてしまうことを示している。
他方で，自分が支援をしている以上に相手からの支援を引き出すために
は，交際範囲を小さくし，少数のコミュニティで活動をすることが望ましい
ことが結果から予想される。しかしながら，勤め先で誰にでも深い関係性を
構築するのではなく，勤め先の中でも少数の人との深い関係性を構築するこ
とが，結果として企業内で多くの支援を得ることにつながるようである４。
配偶者がマイナスの方向に有意であるのは，恐らく他の要素との関連性が
あるからであろう。相関関係を見ると年齢との相関が比較的高く，このこと
から配偶者がいないことは担当層の代理指標である可能性が高い。勤め先の
中で担当層は，指揮命令関係の中では最も低く，上長から仕事の命令も含め
て助けてもらうことも多く，また自己が有している知識量も他者を助けるほ
ど多くないことから，マイナスの方向で有意となるのであろう。
６．インプリケーションと本稿の限界
本稿のインプリケーションとして２点述べることができる。
第１に，勤め先での様々な投資行為は，互恵関係としての支援行動を引き
出す点では有効であるものの，自らが投入した支援以上の効果を得るために
は，かえって逆効果であることが示された。これは互恵関係の元での支援を
引き出す要因と，互恵関係ではない支援行為を引き出す要因が別であること
を意味する。
第２に，仕事外の埋め込み活動として関与しているコミュニティの数とそ
れらの今後のスタンスとの関係性を検討した。結果から必要以上に多くのコ
ミュニティと関わるのではなく，「狭く深く」接することが少なくとも企業
内での支援を引き出す可能性が高いことが示された。既存研究とあわせて考
えるのであれば，結束型と接合型の中間形態と捉えることができる。他のコ
ミュニティと過度に多くの関わりを持つべきではないという意味からすれ
ば，結束型であるが，その結束型の中でも濃厚な係わり合いを均質に持つの
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ではなく，その中でも特定の人との少数の係わり合いを持つことが重要であ
ると推測することができるからである。
実務的なインプリケーションとしては，企業内での贈与行為や手助けは，
互恵関係を形成することはあっても，自分が投入した以上の支援を引き出し
たい時の担保にならないという点である。多くの企業では，お中元やお歳暮
の習慣が廃止されているが，少なくとも廃止による否定的なインパクトはな
いと言えるだろう。また，紙幅の都合で載せていないが，町内会・PTAで
の支援頻度を従属変数にして町内会・PTAなどの人達への贈与行為や手助
けを独立変数とした場合，持家や高校生までの子供の有無が影響を与える。
このことは，勤め先が多くの時間を費やす場であっても，持家や子供の状況
に応じて，仕事外の埋め込みが強化されることを意味する。したがって，転
居を伴う人事異動は，仕事外の埋め込み状況からの剥離を意味し，その結果，
離職意思が高まる可能性があるため，企業として十分な説明とケアが必要で
あると主張することができる。
本稿はこうした知見が得られたものの，数多くの研究上の課題が残されて
いる。第１に，ソーシャル・キャピタル変数の精査がある。本稿は，組織市
民行動や互恵的な行為から生じるソーシャル・キャピタルを区別するため
に，２つの従属変数を用いたが，まだまだ精査の余地がある。企業内のソー
シャル・キャピタル変数は，未だ明確な操作変数が確立されていない。それ
はソーシャル・キャピタルがどこに存在するのかという問題と分析レベルの
整合性を考える必要があるからである。近年，知識創造理論でも同様の問題
が発生しており，個人レベルから集団レベルへの知識転換を証明する研究（例
えば，堀江・犬塚・井川，２００７）があるが，ソーシャル・キャピタル研究で
も，分析レベルを分けたうえで操作定義を行う必要がある。
第２に，組織変数が投入できなかった点である。支援関係は，職務特性，
職位，職種，あるいは企業が採用している人材マネジメントからも影響を受
ける。本来であれば，こうした変数ついてもコントロールをしたうえで組織
内の投資行為と仕事外の埋め込み状況との関連を検討すべきであろう。
第３に，贈与活動が組織的に制定されている場合の影響力を排除すること
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ができなかった。例えば，冠婚葬祭の行事について会社が内規によって一律
に一定額を徴収して該当者に贈る場合がある。アンケートではそうした贈与
や支援行為を含んでいる可能性があり，贈与行為が純粋な個人の自発的活動
から発生しているのか，それとも組織的に規定されている中で実施している
のかをデータの制約上，分析することはできなかった。
これらの限界は，今後１次データを用いた分析によって検討されるべき課
題であり，別途稿を改めて論じることとしたい。
 項 目 平均 標準偏差 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
１ 勤め先で支援を受ける程度 １．５８ ０．７５ １
２ 勤め先で支援を受ける程度－支援する程度 －０．２６ ０．７８ ．２８１（**） １
３ d 性別 ０．４８ ０．５０ －０．００１ －．０８０（*） １
４ d 持ち家 ０．７７ ０．４２ －．０８５（*） －０．０２２ －０．０３２ １
５ d 学生 ０．４５ ０．５０ －０．０６３ ０．００３ ０．０５ －．０９２（*） １
６ d 世帯主 ０．４３ ０．５０ ０．０１４ －０．０２ ．７１１（**）－．１７９（**） ０．０４４ １
７ d 配偶者 ０．７６ ０．４３ －．１４７（**） －．０９４（*） ．１４５（**） ０．０７２ ．４５３（**） ．１２７（**） １
８ 年令 ４．７７ ２．０１ －．１４４（**） －０．０６９ ．１５０（**） ．２４０（**）－．１８６（**） ．２４１（**） ．４６６（**） １
９ 年間合計世帯年収 ５．８７ ２．７７ －０．０２９ －．０９４（*） ０．０２５ ．２５６（**） －０．０３６－．１１０（**） ．１２４（**） ．１３５（**） １
１０普段の生活：通勤や仕事の時間 ８．５２ ４．１１ ０．０２１ ０．００１ ．３３３（**） ０．０４２ －０．０７２ ．２７６（**） －０．０５３ ０．０２６ ０．０３４ １
１１普段の生活：自宅外での趣味・スポーツに費やす時間 ０．９９ １．６２ ０．０５３ －０．０４４ ０．０１１ －０．００５－．１４０（**） ０．００５ －．０８６（*） ０．０４４ －０．０３２ ０．００２
１２交際範囲 ３．０６ １．５８ ０．０３２ －．１００（*） －．０８８（*） ０．０６７ ０．００１ －．０７３（*） ．１１７（**） ．１６３（**）．１０３（**） －０．０５７
１３ d ＜節目の贈物＞勤め先の友人・同僚：お中元・お歳暮 ０．１６ ０．３６ ０．０７４ －０．０６７ ．１３３（**） －０．０２７ －０．０１９ ．１２０（**） ０．０６９ ．１１９（**） －０．０２ ０．０２５
１４ d ＜節目の贈物＞勤め先の友人・同僚：誕生日 ０．１６ ０．３６ ．０７８（*） －０．０４７－．２１３（**） －０．０６－．１２７（**）－．１５４（**）－．２６８（**）－．２５２（**） ．０７８（*） －０．００２
１５ d ＜節目の贈物＞勤め先の友人・同僚：入学・結婚などのお祝い ０．３０ ０．４６ ．１３２（**） －０．０３ ０．０７１ －．０９２（*） －０．０１９ ．０８３（*） －０．０１７－．０９９（**） ．０８３（*） ．０７６（*）
１６ d ＜普段の贈物＞勤め先の友人・同僚：旅行のおみやげ ０．５７ ０．５０ ．２３６（**） －０．００８－．１３７（**） －０．０５６ －０．０７２－．１０１（**）－．１２０（**）－．１１９（**） ．０７６（*） ０．０３
１７ d ＜普段の贈物＞勤め先の友人・同僚：不要になったもの ０．０９ ０．２８ ．１５１（**） －０．０３８ －０．０４ －０．０６ －０．００１ －０．０７ －０．０７ －．０９２（*） ０．０１７ －０．０４４
１８ d ＜普段の贈物＞勤め先の友人・同僚：その他 ０．０７ ０．２６ －０．０１ ０．００１ ０．０４３ ０．０４ －０．０５５ ０．０５８ －０．０１１ ０．０３３ ．０８１（*） ０．０４８
１９ d ＜手助けの内容＞勤め先の友人・同僚：子供をあずかる ０．０１ ０．１２ ．１２１（**） ０．０２４－．１１３（**） －０．０４９ ０．０１２－．１０３（**） ０．０６６ ０．００８ －０．０４３－．０８６（*）
２０ d ＜手助けの内容＞勤め先の友人・同僚：子供の送迎 ０．０１ ０．０８ ．０９７（*） ０．０２８ －．０７９（*） ０．０４５ ０．０５８ －．０７２（*） ０．０４７ －０．０３１ －０．０３７ －０．０２７
２１ d ＜手助けの内容＞勤め先の友人・同僚：冠婚葬祭の手伝い ０．１４ ０．３５ ．１４０（**）－．１８２（**） ．１３４（**） ０．００１ －０．０３ ．１５５（**） －０．００２ ０．００４ ．０８５（*） ０．０６２
２２ d ＜手助けの内容＞勤め先の友人・同僚：その他 ０．２８ ０．４５ ．３７８（**）－．２９４（**） ０．０６２ －０．０４６ －０．００８ ０．００９－．１０６（**）－．１４７（**） ０．０１７ ０．０３７
１１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２
１
．０９６（*） １
－０．０３３ ０．０７１ １
－０．０２１ －０．０４１ －０．０６２ １
－０．０３ ０．０３ ０．０７ ．１２４（**） １
－０．０１３ －０．０２６ ．１２８（**） ．２６６（**） ．２７５（**） １
０．０５１ ．１０３（**） －０．０４１ ．１４２（**） ．０７９（*） ．１３８（**） １
０ ．０８１（*） ０．００８ ０．０３６ ０．０６６ －０．０１６ ０．０２３ １
－０．０２３ ０．０５５ ０．０１４ －０．０１８ －０．０２５ ０．０３２ ．１２９（**） －０．０３３ １
－０．００５ －０．０１４ ０．０１ ０．０５５ －０．０５４ ０．００６ ．１４９（**） －０．０２３ ．２７６（**） １
０．００９ ０．０６４ ０．０６６ ０．０５４ ．２７８（**） ．０９０（*） ０．０１４ ．０８３（*） ０．０２１ ０．０１５ １
－０．０１９ ０．０１８ ０．０２４ ．０８０（*） ０．０３５ ．１１９（**） ．１３７（**） ．０９２（*） ０．００５ －０．０１５ －０．０６５ １
付表 主要変数の相関関係
**：１％水準で有意（両側），*：５％水準で有意（両側）
１ Adler & Kwon（２００２）は，ソーシャル・キャピタルの特徴として６つ挙げているが，ここでは第５の性質と第６の性質を併せて記述し
ているために５つとなっている。
２この呼び名は，Adler & Kwon（２００２）の中で使用されていた用語であり，構造上の隙間と閉鎖型に対応する。
３１：「その人達には色々とよい点があるので今後も付き合いたい。他の人達との交際に変える理由は見当たらない」２：「その人達とは
これからも付き合いたい気もするが，他の人達との交際に変えたいと思う時がある」３：「その人達と付き合い続けたいと思う点はほとん
どなく，他の人達との交際に変えたいと思う点がいろいろある」
４逆の因果も考えられる。すなわち，仕事に集中したため，コミュニティへの参加数が少ないという因果である。
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